
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補 助 金 等 交 付 基 準 

（R6.4.1～） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

商工観光みらい応援事業 補助金等交付基準 

 

 

 １ 効果からみた基準 

（１） 事業・活動の目的、視点、内容等が社会・経済状況に合致していること。 

（２） 補助金の支出が客観的に見て経営上必要であること。 

（３） 商工業者の経営の向上及び利益の増進に効果が認められること。 

（４） 行政と商工業者の役割分担の中で、町が補助すべき事業・活動であること。 

（５） 施設の整備等に関する補助は、町の施策に合致しており、町の役割分担が明白

であること。 

（６） ふるさと納税返礼品事業への参加事業であること。 

（７） ただし、小規模事業者が経営計画を策定して取り組む販路開拓や業務効率化等

の取組に資する国及び北海道から交付決定を受けている事業に対しては、中富

良野町から上乗せ支援を行う場合がある。 

 

 ２ 的確性からみた基準 

（１） 支出の根拠が明確で、法令等に違反していないこと。 

（２） 団体等の会計処理及び使途が適切になされていること。 

（３） 団体等の決算における繰越金の額は、補助金の額を超えていないこと。 

（４） 団体等の事業活動の内容が団体の目的とずれていないこと。 

 

 

 ３ 期限からみた基準 

（１） 単年度補助とする。 

 

 

３ 申請回数からみた基準 

（１） １回のみの申請とする。 

（２） １回の申請において上限額までとする。 

（３） ただし、小規模事業者が経営計画を策定して取り組む販路開拓や業務効率化等

の取組に資する国及び北海道から交付決定を受けている事業に対して中富良野

町から上乗せ支援を実施する場合については、２回以上の申請を認める。 

 

 

 ４ 制限からの基準（町の施策による補助金等に適用） 

（１） 税金、公共料金等未払い滞納がないこと。 

 


